「２００９年度10月：総務省総合通信基盤局（法改正）に伴う、国際VHF無線機の無線局（特定船舶局）開設申請について」
＜必要提出書類＞
＊注意：各提出申請書には原本と原本のコピーが必要です。原本ならび原本のコピーには申請人の印（押印）と同じ印の捨印を押印します。
２．項の無線局（特定船舶局）申請書に収入印紙を貼った用紙はコピーしないでくだい。また収入印紙に割印をしないでください。
原本のコピーは、無線局免許状が付与される返信封筒に免許状と一緒に同封されます。
１．　　船舶検査証書（１通コピー）＊捨印と原本は不要です。
2． 無線局（船舶局：特定船舶局＝国際航海に従事しない船舶の船舶局）申請書　２通（1通コピー）＊捨印含む
＊注意：収入印紙を貼る前に申請人の押印と捨印し、その用紙をコピーし、原本に収入印紙を貼ります。収入印紙に割印はしないでください。
3． 無線局事項書　２通（1通コピー）＊捨印含む
4． 工事設計書　２通　（1通コピー）＊捨印含む
5． 無線従事者　選（解）任届　２通（1通コピー）＊捨印含む
6． 無線局免許状返信用封筒　1通（切手貼り）
＊注意：返信用封筒には、切手を貼って、宛先と宛名を明記してください。）

＊＜参考タイプ１：返信用封筒（定形郵便用）長形４０号　申請書A４サイズ横４つ折り対応（切手８０円）＞　
＊＜参考タイプ２：返信用封筒（定形外郵便用）角形２０号　申請書A４サイズ対応（切手１２０円）＞注意：切手代は封筒の内容重量にて１４０円の場合がありますので、郵便局等に確認してください。　

＊上記の５．は、無線局（特定船舶局）開設申請の船舶に乗員者で、選任された無線従事資格者（第３級海上特殊無線技士資格以上）の人員すべてを届けます。
（選任された乗員者は、その船舶の無線局運用が可能となります。また、乗員者、無線従事者資格変更があった場合は、同書式の選（解）任届けを行います。）
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＜新設開局の場合の無線局（特定船舶局）免許申請手数料と5年後の定期検査について＞
＊総務省「技術適合基準証明」の取得機器の場合。
１．新設開局（5W以下の携帯型の場合）プレジャーボート\7,100　漁船\4,600
（電子申請の場合の手数料）プレジャーボート\4,900　漁船\2,950
＊5年後の無線設備の定期検査不要。
＊5年後の無線局免許（特定船舶局）の「免許・再免」必要。プレジャーボート\3,350　漁船\2,100
（電子申請の場合の手数料）プレジャーボート\2,400　漁船\1,350
２．新設開局（25W以下の固定型の場合）　プレジャーボート\10,000　漁船\6,700
（電子申請の場合の手数料）プレジャーボート\7,200　漁船\4,850
＊5年後の無線設備の定期検査必要（定期検査申請料として、\2,250（国の収入印紙）が必要です。＊定期検査年度に所轄の総合通信局より通知があります。

定期検査の受検は、①総務省総合通信局の担当職員が実施する方法と、②（社）全国船舶無線工事協会の会員（登録点検事業者）が実施する方法があります。
（総務省総合通信局から認定された登録点検事業者のご利用について、全国の地域管轄の総務省地方総合通信局にお問い合わせください。）
定期検査の設備点検等の手数料（諸費用）は登録点検事業者の任意となりますので、ご依頼する事情社様へ直接お問い合わせください。。
＊5年後の無線局免許（特定船舶局）の「免許・再免」必要。プレジャーボート\3,350　漁船\2,100
（電子申請の場合の手数料）プレジャーボート\2,400　漁船\1,350
備考1：無線局電波利用料（年間）として、１船舶＝1無線局（特定船舶局）　年間電波利用料　\400
１船舶に１無線局。（１船舶に複数の無線機を設備しても、１局の電波利用料の扱いとなります。）
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＜無線局の開局申請先＞
＊無線局（特定船舶局）の新開局申請は、主たる停泊港を管轄している総務省地方総合通信局（沖縄の場合は沖縄総合通信事務所）へ申請書を提出してください。
お問い合わせ先：無線通信部　航空海上課　（海上関係無線局の開設申請ならび許認可、無線従事者の免許関係等の直通ご連絡先）
・北海道総合通信局　　〒060-8795　札幌市北区北8条西2丁目1-1札幌第1合同庁舎　 電話011-709-2311（内線 4635）
・東北総合通信局　　　〒980-8795　宮城県仙台市青葉区本町3丁目2-23仙台第２合同庁舎　電話022-221-0659
・関東総合通信局　　　〒102-8795　東京都千代田区九段南1-2-1九段第３合同庁舎　電話 03-6238-1747
・信越総合通信局　　　〒380-8795　長野県長野市旭町1108長野第１合同庁舎　電話026-234-9982
・北陸総合通信局　　　〒920-8795　石川県金沢市広坂2-2-60金沢広坂合同庁舎　電話076-233-4451
・東海総合通信局　　　〒461-8795　名古屋市東区白壁1-15-1名古屋合同庁舎第3号館　電話052-971-9178
・近畿総合通信局　　　〒540-8795　大阪市中央区大手前1-5-44大阪合同庁舎1号館4階　 電話06-6942-8541
・中国総合通信局　　　〒730-8795　広島県広島市中区東白島町19-36　電話082-222-3345
・四国総合通信局　　　〒790-8795　愛媛県松山市宮田町8-5  電話089-936-5021
・九州総合通信局　　　〒860-8795　熊本市二の丸1番4号　熊本合同庁舎　電話：096-326-7838
・沖縄総合通信事務所　〒900-8795　沖縄県那覇市東町26-29-4F　電話098-865-2305
＊無線局（特定船舶局）申請等について、上記の総務省地方総合通信局へお電話またホームページをご参照し、お問い合わせの上、ご確認してください。
指定の申請書用紙は総務省または地方総合通信局のホームページからダウンロードできます。
また申請料等が変わる場合がありますので上記の申請書提出先（管轄連絡先）へご確認してください。
＊別紙の申請用紙（記載例）を参考に、各事項欄に記入する内容をご確認の上、必要事項を記入し上記の総務省地方総合通信局へ申請書と
手数料（該当する国の収入印紙）を貼り提出してください。
＊注意：提出申請用紙（コピー含む）には、申請書の外枠線の外中央に捨印をします。この捨印は申請人（免許人）印と同じ印です。
＊申請料は、国の収入印紙を申請書に貼ります。
＊注意：申請書に貼りました収入印紙には割印しないでください。
＊ご不明な点は、ご購入いただきました販売店様、または、総務省または主たる停泊港を管轄している地方総合通信局へお問い合わせください。
＊無線局免許状の付与は、申請後（欠格事項無条件）、約1ヶ月を要します。（上記の申請した管轄の総務省地方総合通信局担当係へお問い合わせください。）
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＜総務省 地方総合通信局：主たる停泊港を管轄している総務省地方総合通信局の都道府県＞
・北海道総合通信局
北海道地区全域
・東北総合通信局
青森県・岩手県・秋田県・宮城県・山形県・福島県の６県を所管しています。
・関東総合通信局
茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・山梨県の１都７県を所管しています。

・信越総合通信局
新潟県・長野県の２県を所管しています。
・北陸総合通信局
富山県・石川県・福井県の３県を所管しています。
・東海総合通信局
岐阜県・静岡県・愛知県・三重県の４県を所管しています。
・近畿総合通信局
滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県の２府４県を所管しています。
・中国総合通信局
岡山県・広島県・山口県・島根県・鳥取県の５県を所管しています。
・四国総合通信局
徳島県・香川県・愛媛県・高知県の４県を所管しています。
・九州総合通信
大分・宮崎・鹿児島・福岡・佐賀・長崎・熊本の7県を所管しています。
・沖縄総合通信事務所
沖縄地区全域
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